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東京都中野区中野三丁目31番1号 

 

株式会社トムス・フォト 

 

代表取締役社長 白尾 仁志 



 自 ２０２１年　４月 　１日

 至 ２０２２年　３月 ３１日

計　　算　　書　　類

第３５期

株式会社トムス・フォト



　

(単位:円)

金　　　額 金　　　額

508,614,695 42,803,441
現 金 及 び 預 金 6,253,601 875,938
売 掛 金 45,704,508 10,112,996
未 収 入 金 4,386,933 11,771,728
前 払 費 用 5,456,541 8,637,799
預 け 金 446,804,112 1,136,979
仮 払 金 9,000 6,183,301

2,535,700
繰 延 税 金 資 産 0 1,549,000

固　定  資  産 71,973,058 88,607,200
有形固定資産 36,711,187 6,133,600
建 物 付 属 設 備 2,017,532 82,473,600
機 械 装 置 23,810,725
車 両 運 搬 具 1
工 具 器 具 備 品 10,882,929

無形固定資産 -              
449,177,112

資　　本　　金 10,000,000
資　本　剰　余　金 80,000,000

40,000,000
40,000,000

投資その他の資産 35,261,871 利　益　剰　余　金 359,177,112
長 期 前 払 費 用 555,814 2,500,000
繰 延 税 金 資 産 34,706,057 356,677,112

別 途 積 立 金 31,250,000
任 意 積 立 金 4,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 321,427,112
（うち当期純利益） 19,610,647

預 り 金
賞 与 引 当 金
未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

貸　借　対　照　表
（２０２２年　３月 ３１日)

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　　　目 科　　　　　目

流  動  資  産 流　動　負　債
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 未 払 金
退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

純　資　産　の　部

株　主　資　本

資 本 準 備 金
そ の 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

131,410,641

固　定　負　債

純 資 産 合 計 449,177,112

資 産 合 計 580,587,753 負 債 及 び 純 資 産 合 計 580,587,753



1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1)　資産の評価基準及び評価方法

　　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております

製品及び仕掛品 個別法

　(2)　固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産(リース資産を除く) 定額法
　　②　無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間(2年～5年)に基づく定額法

　(3)　引当金の計上基準

　　①　賞与引当金
　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上
　　②　役員賞与引当金
　　　　　役員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上
　　③　退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務額(簡便法)を計上

　(4)　消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています

　(5)　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　　　 当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。

2.　会計方針の変更に関する注記
　(1)　収益認識に関する会計基準等の適用

なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

　(2)　時価の算定に関する会計基準等の適用

なお、当事業年度の損益に影響はありません。

個 別 注 記 表

ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ
ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行
われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適
用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効
果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16 日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づ
いております。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人
税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）を適用する予定
であります。

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準委員会2020年３月31日企業会計基準第29号。以
下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することといたしました。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準委員会2019年７月４日企業会計基準第30号。
以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第
19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会2019年７月４日企業会計基準第
10号）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方
針を、将来にわたって適用することといたしました。
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